
足立区の給与・定員管理等について 
平成２３年３月 

１ 総括 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２２年４月１日現在） 
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ) 

人件費率

（Ｂ／Ａ） 

(参考)２０年

度の人件費率 

２１年度 
人 

６４３，０７７ 

千円 

237,478,290 

千円 

9,376,693 

千円 

37,963,462 

％ 

１６．０ 

％ 

１７．７ 

※人件費は、一般職員に支給する給与である職員給と、区長などの特別職や議員に支給する給

料・報酬・手当のほか、共済費（社会保険料の事業主負担分）などの合計 

※普通会計は、地方公共団体相互間の比較をするため、全国同一基準で集計した統計上の会計 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 

区 分 
職員数 

(Ａ) 
給 料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計 (Ｂ) 

１人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

(参考)特別区

平均１人当た

り給与費 

２１年度 
人 

3,690 

千円 

14,308,076 

千円 

4,749,024 

千円 

6,052,173 

千円 

25,109,273 

千円 

6,805 

千円 

7,110 

※職員手当には退職手当を含みません 

※職員数は、２１年４月１日現在の人数（再任用職員、特別職を除く） 

 

（３）特記事項 

特になし 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

100.9
100.3

97.6

100.8

98.8

102.1

90

95

100

105

足立区 特別区平均 全国市平均

平成１７年度

平成２２年度

 
※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準

を示す指数です。 

※平成１８年度から国の給与構造改革に伴い、給料表の引き下げとともに、客観的な支給基準

に基づく地域手当が導入されたことから、地域手当を加味した地域における国家公務員と地

方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した「地域手当補正後

ラスパイレス指数」を算出しています。 

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数   １０１．２ 

（平成２２年４月１日現在）



（５）給与改定の状況 

①月例給 

特別区人事委員会の勧告 給 与  国 の 
区 分 

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率） 改定率  改定率 

２２年度 419,202 円 420,461 円 
-1,259 円 

(-0.30%) 

-1,259 円 

(-0.30%) 
-0.30％  -0.19％ 

※「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額 

②特別給 

特別区人事委員会の勧告 年  間  国の年間 

区 分 民間の支給 

割合 Ａ 

公務員の支給 

月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 
支給月数  支給月数 

２２年度 3.97 月 4.15 月 -0.18 月 
3.95 月 

(-0.2 月) 
3.95 月  3.95 月 

※「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数 

 

２ 一般行政職給料表の状況（２２年４月１日現在） 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

１号給の 

給料月額 
138,400 166,100 196,500 222,900 224,100 259,900 288,200 342,400 

最高号給の

給料月額 
311,200 345,900 377,500 419,400 442,000 455,700 469,400 528,500 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

足立区 ４２．３歳 ３３３，４７５円 ４５４，１８２円 ４１０，４３３円 

東京都 ４２．８歳 ３３７，２６２円 ４６９，９０３円 ４１７，５８３円 

国 ４１．９歳 ３２５，５７９円 － ３９５，６６６円 

特別区 ４３．６歳 ３４０，１７３円 ４６２，２６８円 ４１８，０３８円 



②技能労務職 

公務員 民 間 参考 

区 分 
平均年

齢 

歳 

職 員

数 

人 

平均給料

月額  円 

平均給与

月額  円 

(Ａ) 

平均給与

月額（国ベ

ース） 

対応する民間

の類似職種 

平均年

齢 

歳 

平 均給与

月額  円 

(Ｂ) 

Ａ/Ｂ 

足立区 48.9 291 339,656 461,299 423,129 － － － － 

うち 

清掃職員
45.3 196 324,100 454,791 407,919 廃棄物処理業 44.6 294,000 1.55 

うち守 衛 56.7 8 387,700 571,363 477,175 守 衛 54.6 296,300 1.93 

うち用務員 55.7 41 373,200 460,741 451,739 用務員 53.8 213,600 2.16 

うち 

自動車運転 55.6 2 390,200 541,800 487,000 
自家用乗用自

動車運転者 56.0 316,900 1.71 

 

その他 54.4 44 366,700 467,198 451,180 － － － － 

東京都 46.8 1,815 308,530 416,733 381,518 － － － － 

国 49.3 3,955 284,514 － 322,291 － － － － 

特別区 48.1 449 313,863 417,420 385,943 － － － － 

 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 区 分 

公務員 (Ｃ) 民間 (Ｄ) Ｃ／Ｄ 

足立区 － － － 

うち 清掃職員 6,802,511 4,085,100 1.67 

うち 守 衛 8,465,311 4,108,700 2.06 

うち 用務員 7,077,672 3,008,200 2.35 

 

うち 自動車運転 8,120,930 4,393,400 1.85 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用 （平成１９～

２１年の３ヶ年平均） 

※「その他」とは、調理、環境技能、作業Ⅱ及び介護指導等 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍

したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給

された年間賞与の額を加えた試算値 

 

③教育職（幼稚園教育職員） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

足立区 ４６．６歳 ３８３，２００円 ５１４，２７０円 

東京都 ４２．４歳 ３６０，７４２円 ４６１，２２４円 

特別区 ３９．３歳 ３３３，３５５円 ４２９，６０３円 

 

※「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい

て明らかにされているもの。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したもの。



（２）職員の初任給の状況（２２年４月１日現在） 

区   分 足 立 区 東 京 都 国 

大学卒 １８１，２００円 １８１，２００円 
Ⅰ種 １８１，２００円 

Ⅱ種 １７２，２００円 一般行政職 

高校卒 １４３，０００円 １４２，７００円 １４０，１００円 

技能労務職 高校卒 １３４，９００円 １３７，２００円 － 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２７９，５２７円 ３２０，４２１円 ３７０，８２６円 
一般行政職 

高校卒 ２２５，４３３円 ２７１，００７円 ３１７，０６９円 

技能労務職 高校卒 － ２５８，８７５円 ３０８，１３６円 

※経験年数は、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在） 

構  成  比 
区分 標準的な職務内容 職員数 

 １年前 ５年前 

８級 部  長 31 人 1.4％ 1.7％ 1.8％ 

７級 統括課長 25 人 1.1％ 1.3％ 0.9％ 

６級 課  長 70 人 3.2％ 3.0％ 3.3％ 

５級 総括係長 218 人 10.0％ 10.6％ 10.3％ 

４級 係長・担当係長・主査 668 人 30.6％ 33.1％ 36.6％ 

３級 主任主事 570 人 26.1％ 24.9％ 24.5％ 

２級 
相当高度の知識または経験を必

要とする業務を行う主事 
473 人 21.7％ 19.8％ 20.1％ 

１級 上記各職務の級に属さない主事 128 人 5.9％ 5.6％ 2.5％ 

※職員数は、区の給与条例に基づく給料表の級区分による 

※標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職務 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 前年１年間の勤務成績に基づく勤務評定結果を判断基準として、昇給区分Ｃを標準として５段

階の昇給区分（下記参照）を設定し、昇給区分に応じた昇給を毎年４月１日に実施しています。 

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

昇給号数 ６号 ５号 ４号 ３号 昇給なし 

 

ＡＢ昇給付与実績（平成２２年４月１日昇給分） 

 ■管理職   

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 ９ 

 Ｂ 特に良好 ５号 １６ 

    

 ■一般職（管理職を除く職員）  

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 ２９３ 

 Ｂ 特に良好 ５号 ６０２ 

 Ｄ やや良好でない ３号 ５ 

 Ｅ 良好でない ０号 １ 



５ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当（２２年４月１日現在） 

足立区 東京都 国 

１人当たり平均支給額 

(21 年度) １，６４９千円 

１人当たり平均支給額 

(21 年度) １，７６０千円 
― 

＜21 年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.75 月分  1.40 月分 

 (1.50 月分) (0.70 月分) 

＜21 年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 3.15 月分  1.00 月分 

 (1.65 月分) (0.55 月分) 

＜21 年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.75 月分  1.40 月分 

 (1.50月分) (0.70月分) 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 2～20％ 

管理職加算   15～20％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 3～20％ 

管理職加算   15～25％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

※（  ）内は、再任用職員に係る支給割合 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

管理職、係長級及び主任主事の職員について、前年１年間の勤務実績に基づく勤務評

定結果を判断基準として、中位を標準として５段階（下記参照）の成績段階を設定し、

成績段階に応じた割合の勤勉手当を支給しています。 

管理職は平成１４年度、係長級は平成２０年度、主任主事は平成２２年度から実施し

ています。 

◎成績段階ごとの支給割合 

 最上位 上位 中位 下位 最下位 

管理職 支給の都度区長が定める 990/1000 965/1000 940/1000 

係長級 支給の都度区長が定める 9950/10000 9825/10000 9700/10000 

主任主事 支給の都度区長が定める 9960/10000   

※全該当職員が一律拠出した額及び下位・最下位から拠出した額を原資として、一定の割

合により上位、最上位に再配分した額をもって支給割合を決定します。 

 

付与実績（平成２１年６月支給分） 

■管理職   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ５ 

上 位 ６ 

下 位 ５ 

最下位 ４ 

■一般職（係長級）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ２７ 

上 位 ５９ 



（２）退職手当（２２年４月１日現在） 

足立区 国 

＜支給率＞  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  24.25 月分 33.50 月分 

勤続 25 年  32.50 月分 43.50 月分 

勤続 35 年  49.75 月分 59.20 月分 

最高限度額 50.00 月分 59.20 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

在職中の職級等に応じた調整額 

退職時特別昇給（公務上の死亡８号給等） 

＜１人当たり平均支給額＞ 

自己都合   5,137 千円 

定年・勧奨 25,821 千円 

＜支給率＞  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.50 月分 30.55 月分 

勤続 25 年  33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年  47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

 

 

＜１人当たり平均支給額＞ 

未公表 

※１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額 

 

（３）地域手当（２２年４月１日現在） 

支給実績（２１年度決算） ２，４０２，５１８千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(２１年度決算) ６４９,６８６円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

足立区 １７％ 3,690 人 １７％ 

 

（４）特殊勤務手当（２２年４月１日現在） 

支給実績(２１年度決算) ５０，７６７千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(２１年度決算) ７４，２２２円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(２１年度) １８．６％ 

手当の種類（２１年度手当数） ７種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価 

特殊現場業務手当 建築・土木 足場 10m 以上 日額 390～550 円 

精神保健福祉相談業務手当 保健師 精神保健訪問相談 日額 240 円 

防疫等業務手当 検査技術・保健師 Ⅰ類感染症・結核 日額 230～390 円 

福祉事務所業務手当 事務・福祉・介護指導 訪問指導・面接 日額 310～620 円 

取締・折衝等業務手当 建築･保健衛生監視 違反建築･公害実査 日額 310～350 円 

心身障がい者施設等業務手当 福祉・心理・理学療法 指導介護･生活実習 日額 310～390 円 

清掃業務手当 作業・自動車運転 廃棄物処理 日額 700 円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２１年度決算） ８９０，９６１千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） ２４１千円 

支給実績（２０年度決算） ７８５，１９２千円 

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） ２３４千円 



（６）その他の手当（２２年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異

なる内容 

支給実績 

（21年度決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額

（21 年度決算） 

扶養手当 

・配偶者      13,700 円 

・配偶者を除く扶養親族のうち

２人まで      5,500 円 

・その他の扶養親族  5,500 円 

・16歳～22歳の子がいる場合の

加算        4,000 円 

異なる 支給金額（配

偶者 13,000

円、その他の

親族 6,500

円等） 

279,177 

千円 

185,377 円 

住居手当 

・扶養親族を有する世帯主 

8,800 円 
・扶養親族を有しない世帯主 

8,300 円 

異なる 内容・金額

( 賃 貸住宅

27,000 円限

度 等） 

218,355 

千円 

102,562 円 

通勤手当 

・交通機関利用者(電車、バスな

ど)…運賃相当額(原則６カ月

定期券額) ※１カ月当たりの

支給限度額    55,000 円 

・交通用具使用者(自転車など)

…使用距離に応じて支給 

同じ － 391,845 

千円 

129,194 円 

管理職手当 
職に応じて56,000～142,400円 

 

異なる 支給割合 168,611 

千円 

1,170,910 円 

初任給調整

手当 

医師の勤続期間区分に応じて

52,000～175,100 円 

異なる 支給対象者

等 
11,433 

千円 

1,905,600 円 

単身赴任手

当 

月額 20,000 円（交通距離の区

分により加算額 3,000～7,000

円） 

異なる 距離による

加算額等 
0 

円 

0 円 

休日給・夜

勤手当 

休日･夜間(午後 10 時～翌日午

前５時)の勤務に対し支給 

同じ － 121,776 

千円 

218,630 円 

宿日直手当 
宿直･日直の勤務時間数に応

じ、１回 4,550～11,100 円 

異なる 支給単価等 4,382 

千円 

32,227 円 

子ども手当 

中学校修了までの子どもを監

護し、生計を同じくしている者 

13,000 円 

同じ － － － 

 

６ 特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在） 

 
区  分 給料月額等 （参考）特別区における最高／最低額 

区 長 １，１１９，０００円 1,249,200 円／992,500 円 給 

料 副区長   ８９７，０００円 1,002,800 円／835,000 円 

議 長   ９４９，０００円  956,000 円／882,000 円 

副議長   ８１３，０００円  815,000 円／755,000 円 

報 

 

酬 議 員   ６１９，０００円  623,000 円／588,200 円 

区 長 

副区長 

議 長 

副議長 

期 

末 

手 

当 

議 員 

（２２年度支給割合） 

いずれも、３．３５月分 

区 長 
（算定方式） 

1,119 千円×在職年数×500/100 

（１期の手当額） 

２２，３８０千円 

退 

職 

手 

当 副区長 897 千円×在職年数×350/100 １２，５５８千円 

※１期の退職手当額は、給料月額および支給率に基づき、１期（４年）勤めた場合に

おける退職手当の見込額



７ 職員数の状況 

 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在） 

職  員  数     区 分 

部 門 平成 21 年 平成 22 年 

対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

議  会    16    16   0  

総  務   580   590  10 国勢調査の実施に伴う事務量増 

税  務   110   111   1 税システム開発に伴う増 

労  働    13    12  -1 内部努力による減 

農林水産     5     5   0  

商  工    45    45   0  

土  木   491   484  -7 技能系職員退職不補充による減 

民  生 1,461 1,479  18 生活保護世帯の増加に伴うケースワーカーの増 

衛  生   516   500 -16 清掃作業員退職不補充等による減 

一
般
行
政
部
門 

計 3,237 3,242   5 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 50.41 人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数 61.66 人) 

教育部門   269   258 -11 学校用務職員退職不補充等による減 

普
通
会
計
部
門 

小 計 3,506 3,500  -6 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 54.43 人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数 71.52 人) 

公営企業等会計部門 

その他   129   133   4 医療、年金システム開発に係る体制強化による増 
 

小 計   129   133   4  

合 計 

［条例定数］ 

3,635 

[3,552] 

3,633 

[3,507] 

 -2 

[-45] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 56.49 人 

※職員数は一般職に属する人数



（２）年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在） 

 

（３）職員数の推移 

 

※各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

（単位：人・％）
　　　　年　度
部門別

１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年
過去5年間の
増減数（率）

一般行政 3,496 3,433 3,353 3,271 3,237 3,242 ▲254（▲7.3％）

教育 416 366 325 291 269 258 ▲158（▲38.0％）

普通会計計 3,912 3,799 3,678 3,562 3,506 3,500 ▲412（▲10.5％）

公営企業会計計 120 121 119 123 129 133 13（10.8％）

総合計 4,032 3,920 3,797 3,685 3,635 3,633 ▲399（▲9.9％）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 6人 129人 219人 263人 304人 425人 405人 427人 535人 472人 447人 １人 3,633人

区　分

0.0%

2.0%

4.0%
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～
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以
上

構成比

5年前の構成比


